
第７回 学校給食改革本部会議 議事録 

 

令和４年１２月１日 

議題１ 相模原市立中学校完全給食実施方針の改定に向けた中間とりまとめ 

について（報告） 

議題２ 学校給食施設整備方針（素案）について 

議題３ 給食センターの候補地について 

議題４ 事業手法について 

議題５ 今後の進め方について 

 

議題１～５を併せて資料に従い説明 

（説明者：学校給食・規模適正化担当部長） 

 

（１）主な意見等 

（緑区長）配送圏域南側のセンターの候補地の No.４の旧青陵高等学校について

は、県有地のため、土地を取得する場合には、センター用地以外をどう活用する

かについても検討する必要がある。 

（市長公室理事）示されている理由では、No.２の旧南部粗大ごみ受入施設／相模

台収集事務所及び No.３の一般廃棄物最終処分場候補地を現時点で候補地から

除外するには理由が弱い。 

（環境経済局長）候補地が他に残っていると、そちらの地域が混乱してしまうとい

う面もある。 

（総務局長）最有力候補地である旧東清掃事業所ひとつに候補地を絞るという方

法もあるのではないか。 

（学校給食課長）地域との調整状況上、現時点で１つに絞るのは時期尚早と思われ

る。 

（教育局長）配送圏域南側の候補地については、理由を含めてしっかり整理する。 

（学校給食課長）配送圏域北側の給食センターの候補地である県立相模原総合高

等学校について、県は、敷地全体の売却を望んでいる。 

（市長）土地を全部取得することになった場合、給食センター用地以外の敷地を

どう扱うか示す必要がある。 

（森副市長）道路付けがどうなっているかも重要である。用地の周辺道路の状況

を含めて考える必要がある。 

（学校給食課長）配送トラックの道路としては問題ない。 

（教育局長）給食センター用地以外は活用方法が定まっていないため、すでにア

セットマネジメント推進課と調整しているところである。 

（市長）土地を取得する時点で、跡地活用について決定している必要があるので

はないか。 

（学校給食課長）土地の取得は県が既存建物を解体した後になるため、令和１０

年度になると思われる。 



（市長）しっかりと県と調整を進めること、また、庁内においては跡地活用につ

いても早期に調整を進めるように。 

 

（２）結果 

原案のとおり、承認。 

ただし、議題３のア 配送圏域［南側］候補地については、継続審議とする。 

 

以 上 
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議題 

 

（１）相模原市立中学校完全給食実施方針の改定に向けた 

中間とりまとめについて（報告） 

 

（２）学校給食施設整備方針（素案）について 

 

（３）給食センターの候補地について 

ア 配送圏域［南側］候補地について 

イ 配送圏域［北側］候補地について 

 

（４）事業手法について 

 

（５）今後の進め方について 
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第７回学校給食改革本部会議
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学校給食改革本部学校給食あり方検討委員会（審議会）

並行して検討することにより、検討期間の短縮・実現性の向上

教育的観点における給食の在り方と仕組み

■教育委員会の諮問に応じて調査審議

■調査審議の結果を教育委員会に答申

【諮問内容(予定)】

・本市にとってふさわしい給食提供の実施方式

・全員喫食の環境を活用した食育の方針

学校給食に係る実務的検討と政策決定

■実現性等の観点から市として審議

【所掌事務】

・中学校給食の全員喫食の実施

・給食施設の整備・運営等に係る事業費

・新たな給食施設の必要性・候補地の検討

■相模原市立中学校完全給食実施方針の改定
に向けた中間とりまとめ 令和４年11月策定済

・答申を踏まえ、教育委員会が決定する
教育的観点による方針

■学校給食施設整備方針(素案)
令和５年５月頃策定予定

・新センター整備
・既存施設改善

審議状況
を踏まえ
つつ検討

１ 相模原市立中学校完全給食実施方針の改定に向けた中間とりまとめについて（報告）
教育委員会－市長部局 連携体制
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■第２次相模原市立中学校完全給食実施方針
令和５年８月頃策定予定



１ 相模原市立中学校完全給食実施方針の改定に向けた中間とりまとめについて（報告）
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○ 食育などは最終答申を踏まえ、「第２次相模原市立中学校完全給食実施方針」において定める予定

■ ３ 給食提供の実施方式

○「センター方式」を基本

○導入困難な場合は、自校方式、親子方式の順で検討

○新たな給食センターを最低でも２か所配置
（高度な衛生管理、適温提供など）

○持続可能な給食運営
（生徒数の減少によるセンターの余剰能力を活用）

■ ４ 第２次実施方針の策定に向けて

○最終答申を踏まえ、食育や給食運営等を検討

○給食提供の実施方式を含め、定期的に実施方針を見直す
ことも検討

■ １ 経過

■ ２ 全員喫食の実現に向けた

中学校給食の方向性

全員喫食の早期実現

持続可能な給食運営

安全安心

温かい給食の提供

学校給食を活用した
食育の充実

現行の実施方針において「将来的」としていた

「全員喫食」を早期に実現するため「方針改定に向けた中間とりまとめ」を策定



２ 学校給食施設整備方針（素案）について
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■ 給食施設の現状・課題

全員喫食の早期実現

・ 新たな給食センターの整備
・ 配膳室の容量の確保

既存の給食施設の改善

・ 老朽化への対応
・ 安全性の向上（衛生管理面、
耐震性）

持続可能性の向上

・ 児童生徒数の変動への対応
・ 財政負担の軽減
・ 民間活力の活用

■ 目的

○ 学校給食の充実・安定的な提供

・ 学校給食の教育効果の向上
・ 子育て環境の充実

→ 少子化対策としても期待

○教育委員会と連携し、学校給食
施設の整備等を推進

■ 整備方針

・ 安全で安心な施設整備 ・ 持続可能性の向上

区分・目標時期 内 容

短
期
令和８年中

・新たな給食センターの整備（２か所）
・中学校配膳室の拡充

早期 ・小学校給食室の耐震性の確保（４校）

中
・長
期

新たな
給食センター
整備後

・城山センターの機能強化
（津久井センターの廃止）
・小学校給食室のドライシステム化

○ 中学校 ： センター方式を基本

○ 小学校 ： 従前どおり、自校方式を基本（維持）

【新たな給食センター】

・安全安心で温かい給食（衛生管理、適温提供）
・持続可能な運営（他の施設のバックアップ、ＰＦＩの検討など）
・給食施設の更新等を見据えた食数規模

・調理後２時間以内の給食提供を基本として配置
・不確定要素が少なく、用途地域等が適合した用地

・防災機能、食育機能、環境負荷低減等も検討

全 員 喫 食 を 実 現 す る 環 境 等 の 整 備

⇒ 今後庁内調整を進め、次回本部会議で成案化



３ 給食センターの候補地について

No. 名称 面積 所有
状況

土地
状況 主な課題 等 検討結果

１
旧 東清掃事業所

【準工業地域】

○ ○ △
・土壌調査

最も有力な
候補地

候補地
○「最も有力な候補地」として、地域への
丁寧な説明に取り組む

２

旧 南部粗大ごみ
受入施設／
相模台収集事務
所

【市街化調整区域】

× ○ ○
・相模台収集事
務所は稼働中

候補地から除外
○面積的に給食センターを複層化する必要
○調理場は、同一フロアで構成することが望まし
く、運営の効率性等に大きな課題

３
一般廃棄物最終
処分場 候補地

【市街化調整区域】

○ × ×
・公園･緑地
・最終処分場と
の両立不可

候補地から除外
○学校が多い国道１６号側へのアクセス性の面で
やや劣る状況
○民有地が点在しており、早期実現の観点で大き
な課題

４
旧 青陵高等学校

【市街化調整区域】

○ △ △
・給食センター
以外部分の利
用

候補地
○学校が多い国道１６号側へのアクセス性の面で
やや劣る状況
○財政負担の軽減が課題

４つの候補地について検討し、南側の給食センターの候補地を２か所に精査

約
0.5
ha

一部
民有地

4

ア 配送圏域［南側］候補地検討
⇒ 継続審議



３ 給食センターの候補地について

概 要

初

期

投

資

項 目 事 業 費
財 源 内 訳 ＜参考＞

交付税措置
を見込んだ
市負担額国庫補助金 市債 一般財源

建設工事費 ５１億円 ６億円 ３６億円 ９億円 ４１億円
その他備品等 ３億円 － － ３億円 ３億円

合 計 ５４億円 ６億円 ３６億円 １２億円 ４４億円

運

営

管

理

項 目 事 業 費

運営管理
（調理・配送・配膳等）

６億円/年

修繕・更新 １億円/年

栄養士の人件費等
（人件費、扶助費、公会計等）

運営方法、生徒数な
どによる

※すべて公設公営（調理業務等は民間委託）で実施した場合

［算出条件等］
※令和４年８月時点での積算に基づいており、物価・人件費等の上昇
は加味していない
※環境配慮設備、付帯施設などの付加機能は現在検討中であり、
現時点では見込んでいない
※特定財源・交付税措置は、現行制度によるもので、今後、変更する
可能性がある
※事業手法については、民間活力導入可能性調査における検討結果
を踏まえて決定するため、現時点では公設公営の場合の積算となっている

旧 東清掃事業所の場合 ※地域調整中

【敷 地 面 積】 約10,000㎡ 【延 床 面 積】 約4,600㎡ 【建築構造】 鉄骨造/２階建て
【供 給 能 力】 9,000食/日想定 【配送校想定】 １７校

配送圏域南側 【（仮称）南部学校給食センター】
概要

概算事業費

（参考）候補地に係る経費

旧東清掃事業所：既存施設解体費、土壌調査費 など

旧青陵高等学校：用地取得費、既存施設解体費 など

※実際の事業費については、事業手法や施設整備・運営方法
の詳細な内容の決定後、最新の単価等により改めて積算する
ため、増減する
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３ 給食センターの候補地について

○ 民有地に比べ、「公有地」は早期実現の可能性が高い ⇒  北側の配送圏域には、適当な市有地がない

⇒令和５年３月に閉校する「相模原総合高等学校」を「唯一の候補地」として、 県との協議を進める

総面積：約 ４.7 ha(小グラウンド２含む)

（想定）
給食センター用地

【約１ha】

【要望内容（案）】

校舎等は老朽化
↓

利活用は困難
（施設総量の抑制）

【継続検討事項】

○ 県は閉校後（令和５年度）以降の公表を基本

⇒ 早期実現に向けて手続等を進めるために、
公表時期の前倒しについて協議

○ 建物等の解体・撤去
⇒ 実施主体等について調整

○ 給食センター用地以外の土地利用
⇒ 利用希望の再精査、地元調整など、進め方を
整理

○ 取得の場合の金額
⇒ 財政負担の軽減が図られる方策について
協議

○ 給食センターの配置箇所は、グラウンド部分とする

○ 当該部分のみの取得又は利用が望ましい

イ 配送圏域［北側］候補地検討

（用地全部取得の場合）

○ 県による建物等の解体・撤去

○ 解体・撤去後の取得

○ 取得前からのセンター用地としての無償使用

6



■実施スケジュール

４ 事業手法について

11月18日(金)

事前説明会
【実施済】
〇参加企業
38社／65名

11月24日(木)～30日(水)

事前対話
【実施済】

※より具体的な「対話」の実
施に向けた、質問や提案の
検討に係る事前相談等の実施

ＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式）等の導入について、本調査の結果等を踏まえて事業手法を決定

サウンディング型市場調査の実施状況

12月16日(金)
～28日(水)

【申込受付期間】
12月1日(木)
～12日(月)17時

令和5年2月
(予定)

結果の公表

■実施の目的
〇民間活力の活用の可能性の把握
〇事業運営のアイデア等について
意見交換

〇様々な知見を有する民間事業者
等から幅広い意見・提案の聴取

■主な対話内容
〇本事業への参画について
〇本事業に関する意見について
〇本事業の事業手法（ＰＦＩ等の
民活方式）について

等

■対象企業
〇設計企業
〇建設企業
〇給食運営企業
〇維持管理企業
〇厨房企業 等

対話の実施

7※ ＢＴＯ方式 … 建設(Build)：民間 ⇒ 所有権移転(Transfer)：市 ⇒ 運営・維持管理(Operate)：民間



５ 今後の進め方について

■ 取組内容 ■
▶ 令和８年中を目標として、中学校給食の全員喫食の実現を図る

▶ 持続可能な給食運営に向け、既存給食施設の改善を推進

【短期】・新たな給食センターを２か所整備
・中学校配膳室の整備

【短期】・小学校給食室の耐震化

【今後のスケジュール（短期）】

～令和５年５月

令和５年度～８年

令和８年中
令和５年度～

学校給食施設整備方針 策定作業
（３月定例会議：部会説明、3-4月：パブリックコメント、５月：策定）

大規模事業評価
給食センター整備
中学校配膳室整備
全員喫食の実現
小学校給食室耐震化

【令和５年度取組】 事業費（当初予算）：約1億８,000万円
◆ 給食センター整備 ⇒ 事業者選定・契約準備、候補地調査
◆ 中学校配膳室整備 ⇒ 調査・設計等（４校）
◆ 既存給食施設改善 ⇒ 調査・設計等（３校）

※中期以降の事業スケジュールについては、短期の実績を踏まえ今後検討

※本体事業費については、建設地の選定やＰＦＩ導入調査の決定を踏まえ、補正予算での対応を想定 8


